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いる宿泊型一時保育で、1か月のうち6泊まで利用できる。

1 子どもと子育て家庭を地域で支える
るえ支をて育子で域地）1（  

●子ども家庭支援センター
　子供や家庭の抱える不安や悩みは漠然としたものから
深刻なものまで様々だが、地域において早期に対応する
ことが、問題の深刻化を防ぎ、解決をより容易にする。
　練馬子ども家庭支援センターでは、子供と家庭に関す
るあらゆる相談に応じ、子育てのひろば、乳幼児一時預
かり事業、ファミリーサポートセンター事業、トワイラ
イトステイなどのサービスの提供、子育てに関する情報
の提供、子育てスタート応援券の送付などを行ってい
る。
1   子どもと家庭の総合相談（練馬・関・光が丘・大
泉・貫井子ども家庭支援センター）

　子供と家庭に関するあらゆる相談に応じ、相談内容に
応じた専門機関やサービスの紹介、サービスの調整を
行っている。平成26年度は2,742件の相談があった。（虐
待に関する相談611件、養護相談501件、育児しつけ等
の相談1,553件、不登校に関する相談77件）
2   子育てのひろば（練馬・関・光が丘・大泉・西大泉・
貫井・北大泉児童館・光が丘児童館ぴよぴよ・立野地区
区民館ぴよぴよ）

　0～3歳の乳幼児とその保護者を対象に、親子が自由
に来所し、楽しく遊び、語り、子育てについて学びあ
う場である。26年度は、166,277人の親子の利用があっ
た。
3  民設子育てのひろばへの補助
　18年5月から、民間団体が運営する子育てのひろばへ
の補助を開始した。26年度は51,306人の親子の利用が
あった。
4   子育て相談（練馬・関・光が丘・大泉・西大泉・貫
井・北大泉児童館・光が丘児童館ぴよぴよ・立野地区区
民館ぴよぴよ）

　保育士などが子育てに関する一般相談を行っている。
また、多方面に及ぶ相談には総合福祉事務所や児童相談
センターなどの関係機関との連携を図ることで対応して
いる。26年度は、5,911件の相談があった。
5  ファミリーサポートセンター（育児支えあい）事業
　地域の中で区民が相互に育児を支えあうもので、保育
を希望する保護者に、練馬区ファミリーサポートセン
ターを通して、住所地の近くや条件にあった援助会員の
紹介を行っている。27年3月31日現在、利用6,087人、
援助320人の会員がいる。
6  子どもショートステイ・トワイライトステイ事業
　保護者が出産、病気、看護、出張などで、家庭での保
育が困難なときに専門の施設で保育士などが2歳から小
学校6年生まで（東京都石神井学園は17歳まで）を対象

また、生後2か月から1歳までの乳幼児を対象として、
聖オディリアホーム乳児院で子どもショートステイを
実施している。26年度は延べ1,213人の利用があった。
トワイライトステイは、陽だまり荘、東京都石神井学
園、練馬・光が丘・大泉・関ぴよぴよで実施している午
後5時から午後10時までの夜間一時保育で26年度は延べ 
1,152人の利用があった。
7  乳幼児一時預かり事業
　保護者が仕事や外出など様々な理由で一時的な保育が
必要なときに、乳幼児（生後6か月から就学前児）の短
時間の保育を行っている。
　練馬・光が丘・大泉・関・貫井ぴよぴよで実施してお
り、26年度は延べ12,603人（件）の利用があった。
8  育児支援ヘルパー事業
　産前産後の体調不良などで家事援助を必要とする方に
ホームヘルパーを派遣している。原則として、妊娠期か
ら出産後6か月以内に36時間を限度に派遣しており、26
年度は、延べ2,119.5時間の利用があった。
9  子育てスタート応援券

10  子育て支援啓発講座
　育児の悩みを抱えがちな子育て中の親を対象に、ファ
シリテーターと呼ばれる推進役とともに、それぞれの悩
みを話しながら子育てのノウハウを共に学ぶ講座（ノー
バディーズ・パーフェクト）を実施している。26年度
は、全6回の連続講座を4回実施し、45人が受講した。
●区立保育所子育て支援事業
　地域に開かれた保育所としての機能を拡充するため
に、全区立保育所で子育て相談や地域の親子と交流する
事業を行っている。
1  子育て相談
　園長のほかに栄養士、看護師が、専門知識や保育所で
の経験を基に子育てに関する相談に応じている。平成
26年度は、3,588件（うち電話相談は317件）の相談が
あった。
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　新生児のいる家庭に、区の実施している子育て支援事
業を紹介し、利用いただくため子育てサービスが利用で
きる応援券を8枚支給している。利用できるサービス
は、育児支援ヘルパー事業、乳房ケアなど練馬助産師会
が実施する事業、ファミリーサポート事業、乳幼児一時
預かり事業で、出生届・転入届により対象となるすべて
の世帯に郵送している。26年度は育児支援ヘルパーに
延べ996時間、練馬助産師会実施事業に延べ3,069回、
ファミリーサポートに延べ2,579時間、乳幼児一時預か
りに延べ3,953回利用された。

トステイは陽だまり荘と東京都石神井学園で実施して
として保育に当たっている。このうち、子どもショー



0 歳 ～ 3 歳 未 満（ 一 律 ）

3歳～小学生

中  学  生（ 一 律 ）

15,000円

15,000円

10,000円

10,000円

所 得 超 過 世 帯（ 一 律 ） 5,000円

第1子・第2子

第3子以降

対    象 子供1人当たりの月額

●練馬こどもまつり
　練馬こどもまつりは、子供たちに楽しい遊びを伝える
こと、親と子の交流の場を提供すること等を目的とし
て、「児童福祉週間」にちなみ、原則として毎年5月の第
2土曜日に開催している。会場は光が丘公園と石神井公
園の2か所で、それぞれの会場では木工作や手芸、スタ
ンプラリー、ジャンボパチンコなどが行われ、ステージ
では、歌やダンスなどが披露される。
　運営は、区が事務局となり、児童館、地域の住民団体
により行われ、子供たちも「子どもスタッフ」として準
備や当日の運営に参加し、子供たち自身にとって楽しい
まつりとなるよう活動した。平成26年度は、5月10日に
開催し、当日来場者は延べ53,000人であった。
●児童手当などの支給
　児童の健全な育成と福祉の向上を目的に、児童手当を
始めとする各種の手当の支給および子ども医療費の助成
を行っている。
　なお、児童手当と第3子誕生祝金を除き、それぞれの
手当には一定の所得制限がある。
1  児童手当
　中学校3年生までの児童を養育している保護者に対し
て支給している。支給月額はつぎのとおりである。

　平成27年3月31日現在の支給児童数は80,791人であ
る。
2  児童育成手当
　父または母が死亡、離婚、未婚、遺棄等でいないか、
父または母が重度の障害者である18歳に達した日の属
する年度の末日までの児童を養育している保護者に、
育成手当を支給している。ただし、児童が施設に入所
しているときなどは支給されない。支給月額は児童1
人につき13,500円、27年3月31日現在の支給児童数は

 

8,225人である。
　また、20歳未満の心身に一定程度の障害（身体障害
者手帳1、2級程度、愛の手帳1～3度程度、脳性まひ、

3  第3子誕生祝金
　区に1年以上在住している保護者を対象に、第3子以
降の子供が誕生した場合、新生児1人につき20万円を支
給している。26年度は595人に支給した。
4  児童扶養手当

5  特別児童扶養手当
　20歳未満で、重度の障害（身体障害者手帳1、2級程
度、愛の手帳1、2度程度）、または中度の障害（身体障
害者手帳3級程度および4級の一部、愛の手帳3度程度）
のある児童を養育している保護者に支給している。ただ
し、児童が施設に入所しているときなどは支給されな
い。支給月額は、1人につき重度障害児は51,100円、中
度障害児は34,030円で、27年3月31日現在の支給対象児
童数は合わせて681人である。
6  子ども医療費の助成
　小学校就学前の児童を対象に乳幼児医療証を交付して
実施している乳幼児医療費助成に加え、19年4月から小
中学生を対象に子ども医療証を交付して、健康保険の
一部負担金（高額療養費に該当する場合は、自己負担
限度額まで）と入院時食事療養費標準負担額を助成し
ている。27年3月31日現在の対象人数は乳幼児医療証が
40,662人、子ども医療証が52,155人、合計92,817人であ
る。
7  ひとり親家庭等の医療費助成
　母子家庭、父子家庭、両親がいない児童等を養育して
いる保護者に医療証を交付し、健康保険の一部負担金

（高額療養費および高齢者の医療の確保に関する法律に
準じた一部負担を除く）を助成している。27年3月31日
現在の対象人員は、3,729世帯、5,254人である。
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2  地域交流事業
　保育所の近隣に住む乳幼児の親子を対象に、園庭開放
やふれあい給食、季節の行事に参加する事業を行ってい
る。また、各地区の保育園が児童館や保健相談所と協力
し、子育ての情報や保育所の遊び、食事を紹介するイベ
ント「子育ての輪」を行っている。26年度は、2,366事業
16,426人の参加があった。

　父または母が死亡、離婚、未婚、遺棄等でいないか、
父または母が重度の障害者（身体障害者手帳1、2級程度）
である18歳に達した日の属する年度の末日までの児童

（ただし、身体障害者手帳1 ～3級程度、愛の手帳1～3度
程度の障害児の場合は20歳未満）を養育している保護
者に支給している。ただし、児童が施設に入所している
ときなどは支給されない。
　支給月額は、受給者本人の所得が基準より低い場合は
全額支給されるが、一定所得以上の場合は所得金額に応
じて10円刻みで、一部または全部支給制限を受ける。
また、26年12月に受給者または児童の公的年金給付等
の受給額に応じて、一部または全部支給制限を受ける旨
の制度改正が行われた。児童1人の場合の27年4月現在
の支給月額は、全額支給は42,000円（一部支給は41,990
円～9,910円）、児童2人の場合5,000円加算、3人目以降
は1人につき3,000円加算となる。27年3月31日現在の受
給者は4,532人、対象児童数6,444人である。

進行性筋萎縮症）のある児童の保護者に、障害手当を
支給している。支給月額は児童1人につき15,500円で、

 

27年3月31日現在の支給児童数は514人である。

いる宿泊型一時保育で、1か月のうち6泊まで利用できる。

1 子どもと子育て家庭を地域で支える
るえ支をて育子で域地）1（  

●子ども家庭支援センター
　子供や家庭の抱える不安や悩みは漠然としたものから
深刻なものまで様々だが、地域において早期に対応する
ことが、問題の深刻化を防ぎ、解決をより容易にする。
　練馬子ども家庭支援センターでは、子供と家庭に関す
るあらゆる相談に応じ、子育てのひろば、乳幼児一時預
かり事業、ファミリーサポートセンター事業、トワイラ
イトステイなどのサービスの提供、子育てに関する情報
の提供、子育てスタート応援券の送付などを行ってい
る。
1   子どもと家庭の総合相談（練馬・関・光が丘・大
泉・貫井子ども家庭支援センター）

　子供と家庭に関するあらゆる相談に応じ、相談内容に
応じた専門機関やサービスの紹介、サービスの調整を
行っている。平成26年度は2,742件の相談があった。（虐
待に関する相談611件、養護相談501件、育児しつけ等
の相談1,553件、不登校に関する相談77件）
2   子育てのひろば（練馬・関・光が丘・大泉・西大泉・
貫井・北大泉児童館・光が丘児童館ぴよぴよ・立野地区
区民館ぴよぴよ）

　0～3歳の乳幼児とその保護者を対象に、親子が自由
に来所し、楽しく遊び、語り、子育てについて学びあ
う場である。26年度は、166,277人の親子の利用があっ
た。
3  民設子育てのひろばへの補助
　18年5月から、民間団体が運営する子育てのひろばへ
の補助を開始した。26年度は51,306人の親子の利用が
あった。
4   子育て相談（練馬・関・光が丘・大泉・西大泉・貫
井・北大泉児童館・光が丘児童館ぴよぴよ・立野地区区
民館ぴよぴよ）

　保育士などが子育てに関する一般相談を行っている。
また、多方面に及ぶ相談には総合福祉事務所や児童相談
センターなどの関係機関との連携を図ることで対応して
いる。26年度は、5,911件の相談があった。
5  ファミリーサポートセンター（育児支えあい）事業
　地域の中で区民が相互に育児を支えあうもので、保育
を希望する保護者に、練馬区ファミリーサポートセン
ターを通して、住所地の近くや条件にあった援助会員の
紹介を行っている。27年3月31日現在、利用6,087人、
援助320人の会員がいる。
6  子どもショートステイ・トワイライトステイ事業
　保護者が出産、病気、看護、出張などで、家庭での保
育が困難なときに専門の施設で保育士などが2歳から小
学校6年生まで（東京都石神井学園は17歳まで）を対象

また、生後2か月から1歳までの乳幼児を対象として、
聖オディリアホーム乳児院で子どもショートステイを
実施している。26年度は延べ1,213人の利用があった。
トワイライトステイは、陽だまり荘、東京都石神井学
園、練馬・光が丘・大泉・関ぴよぴよで実施している午
後5時から午後10時までの夜間一時保育で26年度は延べ 
1,152人の利用があった。
7  乳幼児一時預かり事業
　保護者が仕事や外出など様々な理由で一時的な保育が
必要なときに、乳幼児（生後6か月から就学前児）の短
時間の保育を行っている。
　練馬・光が丘・大泉・関・貫井ぴよぴよで実施してお
り、26年度は延べ12,603人（件）の利用があった。
8  育児支援ヘルパー事業
　産前産後の体調不良などで家事援助を必要とする方に
ホームヘルパーを派遣している。原則として、妊娠期か
ら出産後6か月以内に36時間を限度に派遣しており、26
年度は、延べ2,119.5時間の利用があった。
9  子育てスタート応援券

10  子育て支援啓発講座
　育児の悩みを抱えがちな子育て中の親を対象に、ファ
シリテーターと呼ばれる推進役とともに、それぞれの悩
みを話しながら子育てのノウハウを共に学ぶ講座（ノー
バディーズ・パーフェクト）を実施している。26年度
は、全6回の連続講座を4回実施し、45人が受講した。
●区立保育所子育て支援事業
　地域に開かれた保育所としての機能を拡充するため
に、全区立保育所で子育て相談や地域の親子と交流する
事業を行っている。
1  子育て相談
　園長のほかに栄養士、看護師が、専門知識や保育所で
の経験を基に子育てに関する相談に応じている。平成
26年度は、3,588件（うち電話相談は317件）の相談が
あった。
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　新生児のいる家庭に、区の実施している子育て支援事
業を紹介し、利用いただくため子育てサービスが利用で
きる応援券を8枚支給している。利用できるサービス
は、育児支援ヘルパー事業、乳房ケアなど練馬助産師会
が実施する事業、ファミリーサポート事業、乳幼児一時
預かり事業で、出生届・転入届により対象となるすべて
の世帯に郵送している。26年度は育児支援ヘルパーに
延べ996時間、練馬助産師会実施事業に延べ3,069回、
ファミリーサポートに延べ2,579時間、乳幼児一時預か
りに延べ3,953回利用された。

トステイは陽だまり荘と東京都石神井学園で実施して
として保育に当たっている。このうち、子どもショー



るえ支を長成のもど子の前学就）2（  

●保育所待機児童の解消
　保育所待機児童対策を区政の重要課題の一つとして位
置づけ、認可保育所等の整備に努めてきたが、依然とし
て保育所等への高い入所需要があり、平成27年4月1日現
在の待機児童数は、27年度の厚生労働省基準で176人、
26年度までの厚生労働省（旧）基準で375人である。
　今後も引き続き認可保育所や地域型保育事業などの拡
充により、待機児童の解消を図っていく。

　区立保育所では、昭和62年4月に、生後58日からの産
休明け保育を開始し、平成27年4月1日現在14園で実施
している。また、23園で生後101日から、14園で8か月
からの乳児を受け入れている。
　私立保育所では、54園で生後58日、6園で6か月から
の乳児を受け入れている。
2  障害児保育
　区立保育所では原則として、中・軽度の障害のある幼
児を受け入れ、統合保育を行っている。また、私立保育
所でも園の状況に応じて受入れを行っている。27年4月
1日現在、区立保育所60園に130人、私立保育所33園に
69人が在籍している。
3  延長保育
　満1歳以上の児童については、全保育所で午前7時30
分から午後6時30分（一部私立では時間帯が異なる。）
まで保育を行っている。
　さらに、保護者の就労等の延長に対応するために、
27年4月1日現在、区立11園・私立15園で夕方1時間、私
立4園で夕方1時間30分、区立18園・私立41園で夕方2
時間、私立1園で夕方2時間30分、区立18園・私立22園
で朝30分の延長保育を実施している。区立524人・私立 
724人の児童が利用している。
　また、16年4月から、延長保育利用定員の空きを活用
した、一日単位の延長保育スポット利用を実施してい
る。26年度は、区立保育所28園で8,469人の利用があっ
た。
4  年末保育
　13年度から、多様な就労形態に対応するために、12
月29日・30日において午前7時30分から午後6時30分ま
で、年末保育を実施している。26年度は、区立保育所8
園、私立保育所5園で利用児童数は延べ228人（※区立
は139人、私立は89人）であった。
5  病児・病後児保育
　病後児保育は、10歳未満の児童が、病気の回復期にあ
り、集団保育が困難な期間、一時的に保育することで、
保護者の子育てと就労の両立を支援する事業である。ま
た、病児保育は、病気の回復期に至らないが、当面急変
のおそれのない児童の保育を行う事業である。病後児保
育は15年4月から、病児保育は23年4月から事業を開始
した。27年4月1日現在、病後児保育は1か所、病児・病
後児保育は5か所で実施している。26年度は、延べ4,948
人の利用があった。
6  休日保育
　認可保育所が休みとなる日曜日と祝・休日（12月29
日～1月3日を除く。）に、仕事のため家庭で保育できな
いときに、保護者に代わって児童を保育する制度であ
る。
　対象は区の認可保育所に在園する満1歳以上の児童
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●子ども・子育て支援事業計画
1  計画策定の背景
　平成27年4月1日現在、区の児童数は、107,408人で、
区の人口の15.0％を占めている。児童の内訳は、乳児

（1歳未満）6,031人、幼児（1～5歳）29,272人、少年（6
～17歳）72,105人である。区における児童数は減少傾
向にあり、将来推計においても減少することが見込まれ
るなど少子化が進行している。
　また、核家族化の進行や地域のつながりの希薄化など
により、子育ての不安感や負担感、孤立感を抱える保護
者は少なくない。近年では、保育所の待機児童が急増し
ており、解消に向けた取組を進めているが、その解消に
は至っていないなど、支援の質・量の両面の拡充が必要
になっている。
　こうした課題に対応していくため、国は子ども・子育
て支援法に基づく「子ども・子育て支援新制度」を27
年4月に本格施行した。
　区では新制度の実施に合わせて、子ども・子育て支援
施策の充実にさらに取り組んでいくこととし、子ども・
子育て支援法に基づく法定計画として「練馬区子ども・
子育て支援事業計画（平成27年度～31年度）」を策定し
た。計画は、「みどりの風吹くまちビジョン～新しい成
熟都市・練馬をめざして～」（以下「ビジョン」とい
う。）を上位計画とする子ども・子育て分野の個別計画
として位置付けている。策定に当たっては、区民へのニー
ズ調査を実施するとともに、公募区民などで構成する「練
馬区子ども・子育て会議」での意見や区民意見反映制度
による区民意見の反映に努めた。
2  計画の基本目標
　ビジョンで示された区の基本的な施策の方向性を踏ま
え、「安心して子どもを産み育てられ、子どもたちが健
やかに成長できる環境を整えます」という基本目標を設
定した。この基本目標を達成するため、「子どもと子育
て家庭の支援の充実」「子どもの教育・保育の充実」「子
どもの成長環境の充実」の3つの取組の視点を定めると
ともに、各視点に対応する分野にそれぞれ重点取組を定
めた。この計画に沿って、様々な事業を展開し、子ども
の成長と子育ての総合的な支援を推進する。

3  小規模保育事業
　27年4月の子ども・子育て支援法の施行に伴い、区の

定めた設置運営基準を満たし認可された定員19人まで
の小規模な保育事業である。対象児は生後58日以上、3
歳未満の児童である。Ａ型（保育所分園型）、Ｂ型（中
間型）、Ｃ型（家庭的保育事業（グループ型小規模保育）
型）の3類型があり、それぞれ設置運営基準等が異なる。
　区内では27年4月1日現在、Ａ型の小規模保育事業が2
か所、Ｂ型7か所、Ｃ型4か所が開設されている。なお、
Ｂ型のうち4か所はスマート保育事業からの移行、Ｃ型
4か所はグループ型家庭的保育事業からの移行である。
4  事業所内保育事業
　保護者が共働きなどのため、家庭で子供の保育ができ
ない場合、区が認可した事業所が、その事業所の従業員
の子供を対象に開設した事業所内保育所に地域枠として
その地域で保育が必要な子供も一緒に保育する制度であ
る。
　対象児は生後58日以上3歳未満の児童である。27年
4月1日現在、2か所開設されている。

●多様な保育サービスの展開
1  乳児保育



　18年4月から1園（光が丘第八保育園）、10月から3園
（向山保育園・石神井町つつじ保育園・東大泉第三保育
園）、27年4月から1園（上石神井第二保育園）の、区立
保育所計5園で実施している。26年度の延べ利用者数は
783人であった。

保育所数・児童定員・待機児童数の推移 各年4月1日現在

区分
年次

区分

年次

各年4月1日現在

園 園 園 人 人 人 人
60　 29　 89　 6,541　 2,277　 8,818　 564　

24 60　 36　 96　 6,541　 2,873　 9,414　 523　

26 60　 48　 108　 6,585　 3,922　 10,507　 487　
25 60　 41　 101　 6,567　 3,318　 9,885　 578　

平成23

27 60　 65 125　 6,596 5,285 11,881 176
（375）

保　育　所　 児　童　定　員 待機児童※
区立 区　立 私　立 合　計私立 合計

認証保育所・家庭的保育者・小規模保育事業・保育室の推移

定員施設数

認証保育所 家庭的保育者
（※1）

小規模保育事業
Ｃ型（※3）

定員家庭的保育者数 定員施設数
か所

事業所内
保育事業（※5）

定員施設数
か所か所 人

定員施設数
Ａ型

か所 人
定員施設数

Ｂ型（※2）

か所 人人 人 人 人

27 4 234 1,065 2 38 7 11856 170 55 37
（10）

平成23 － －
24 － －
25

31
34
36

968
1,055
1,117

－
－
－

－
－
－

－
－
－

－
－
－

50
51
54

147
149
159 －

－
－
－ －

－
－

26 2

駅型グループ
保育室（※4）

定員施設数
か所 人

－ －

8 75
8 75
8 60
3 27 －36 1,146 － － 4 6757 168 30 －

－

7  一時預かり
　保護者の育児疲れ解消、短時間・断続的な仕事など理
由を問わず一時的な保育が必要なときに、保護者に代
わって保育する制度である。
　私立保育所においては、15年4月から大泉にじのいろ
保育園で開始して以降、27年4月1日現在19園で実施し
ている。26年度は19園で延べ7,233人の利用があった。
　また、区立保育所においては18年10月から東大泉第
三保育園で、22年10月から豊玉第二保育園で実施し、
26年度は2園で延べ2,587人の利用があった。
8  短期特例保育
　保護者が病気、出産等により一時的に保育ができな
くなったときに、子育ての経験を持つなど一定の要件
の下で区が認定した保育員または保育室等および保育
所が保護者に代わって乳幼児を保育する制度である。
　27年4月1日現在、保育員5人（児童定員各3人）、保育
室3室、認証保育所22か所、区立保育所60園、私立保育
所45園で定員に欠員が有る場合に保育を行う。26年度

●私立保育所への助成の充実
　私立保育所に対しては、施設整備への支援だけでな
く、保育内容の充実、運営の安定ならびに区立と同様の
保育態勢の確立などを目的として財政等の援助を行なっ
ている。
●保育所を補完する制度
　多様化する保育需要に応えるため、保育所を補完する
ものとして、つぎのような制度を設けている。
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1  認証保育所
　大都市の多様化する保育ニーズに対応するため、都が
基準を満たす施設を認証し、区が運営費を助成してい
る。また、保護者への保育料一部助成を行っている。
　区内では、平成27年4月1日現在、認証保育所が34か
所開設されている。
2  家庭的保育者（保育ママ）
　保護者が共働きなどのため、家庭で子供の保育ができ
ない場合、区が認定した家庭的保育者が、保護者に代
わって自宅で保育する制度である。
　家庭的保育者には、保育士・教員、看護師等の資格と
子育ての経験を持つことなど、一定の要件を必要として
いる。対象児は、生後58日以上、3歳未満の児童であ
る。26年度は、月平均162人の保育を行った。
3  小規模保育事業
　27年4月の子ども・子育て支援法の施行に伴い、区の

定めた設置運営基準を満たし認可された定員19人まで
の小規模な保育事業である。対象児は生後58日以上、3
歳未満の児童である。Ａ型（保育所分園型）、Ｂ型（中
間型）、Ｃ型（家庭的保育事業（グループ型小規模保育）
型）の3類型があり、それぞれ設置運営基準等が異なる。
　区内では27年4月1日現在、Ａ型の小規模保育事業が2
か所、Ｂ型7か所、Ｃ型4か所が開設されている。なお、
Ｂ型のうち4か所はスマート保育事業からの移行、Ｃ型
4か所はグループ型家庭的保育事業からの移行である。
4  事業所内保育事業
　保護者が共働きなどのため、家庭で子供の保育ができ
ない場合、区が認可した事業所が、その事業所の従業員
の子供を対象に開設した事業所内保育所に地域枠として
その地域で保育が必要な子供も一緒に保育する制度であ
る。
　対象児は生後58日以上3歳未満の児童である。27年
4月1日現在、2か所開設されている。

保育室

定員施設数
か所 人

3 73

7
5
4

140
133
93

4 93

※1　平成26年度までは家庭福祉員
※2　平成26年度までは小規模保育事業（スマート保育）
※3　平成26年度まではグループ型家庭的保育事業
※4　平成27年3月31日ですべて廃止
※5  （　 ）内は、地域枠の定員

※　平成27年度の待機児童数は厚生労働省新基準による算定。旧基準による算定は（　 ）内に記載

で、午前7時30分から午後6時30分までの必要な時間を
申し込み、保育料は無料である。

は66人、延べ976日の保育を行った。

るえ支を長成のもど子の前学就）2（  

●保育所待機児童の解消
　保育所待機児童対策を区政の重要課題の一つとして位
置づけ、認可保育所等の整備に努めてきたが、依然とし
て保育所等への高い入所需要があり、平成27年4月1日現
在の待機児童数は、27年度の厚生労働省基準で176人、
26年度までの厚生労働省（旧）基準で375人である。
　今後も引き続き認可保育所や地域型保育事業などの拡
充により、待機児童の解消を図っていく。

　区立保育所では、昭和62年4月に、生後58日からの産
休明け保育を開始し、平成27年4月1日現在14園で実施
している。また、23園で生後101日から、14園で8か月
からの乳児を受け入れている。
　私立保育所では、54園で生後58日、6園で6か月から
の乳児を受け入れている。
2  障害児保育
　区立保育所では原則として、中・軽度の障害のある幼
児を受け入れ、統合保育を行っている。また、私立保育
所でも園の状況に応じて受入れを行っている。27年4月
1日現在、区立保育所60園に130人、私立保育所33園に
69人が在籍している。
3  延長保育
　満1歳以上の児童については、全保育所で午前7時30
分から午後6時30分（一部私立では時間帯が異なる。）
まで保育を行っている。
　さらに、保護者の就労等の延長に対応するために、
27年4月1日現在、区立11園・私立15園で夕方1時間、私
立4園で夕方1時間30分、区立18園・私立41園で夕方2
時間、私立1園で夕方2時間30分、区立18園・私立22園
で朝30分の延長保育を実施している。区立524人・私立 
724人の児童が利用している。
　また、16年4月から、延長保育利用定員の空きを活用
した、一日単位の延長保育スポット利用を実施してい
る。26年度は、区立保育所28園で8,469人の利用があっ
た。
4  年末保育
　13年度から、多様な就労形態に対応するために、12
月29日・30日において午前7時30分から午後6時30分ま
で、年末保育を実施している。26年度は、区立保育所8
園、私立保育所5園で利用児童数は延べ228人（※区立
は139人、私立は89人）であった。
5  病児・病後児保育
　病後児保育は、10歳未満の児童が、病気の回復期にあ
り、集団保育が困難な期間、一時的に保育することで、
保護者の子育てと就労の両立を支援する事業である。ま
た、病児保育は、病気の回復期に至らないが、当面急変
のおそれのない児童の保育を行う事業である。病後児保
育は15年4月から、病児保育は23年4月から事業を開始
した。27年4月1日現在、病後児保育は1か所、病児・病
後児保育は5か所で実施している。26年度は、延べ4,948
人の利用があった。
6  休日保育
　認可保育所が休みとなる日曜日と祝・休日（12月29
日～1月3日を除く。）に、仕事のため家庭で保育できな
いときに、保護者に代わって児童を保育する制度であ
る。
　対象は区の認可保育所に在園する満1歳以上の児童
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●子ども・子育て支援事業計画
1  計画策定の背景
　平成27年4月1日現在、区の児童数は、107,408人で、
区の人口の15.0％を占めている。児童の内訳は、乳児

（1歳未満）6,031人、幼児（1～5歳）29,272人、少年（6
～17歳）72,105人である。区における児童数は減少傾
向にあり、将来推計においても減少することが見込まれ
るなど少子化が進行している。
　また、核家族化の進行や地域のつながりの希薄化など
により、子育ての不安感や負担感、孤立感を抱える保護
者は少なくない。近年では、保育所の待機児童が急増し
ており、解消に向けた取組を進めているが、その解消に
は至っていないなど、支援の質・量の両面の拡充が必要
になっている。
　こうした課題に対応していくため、国は子ども・子育
て支援法に基づく「子ども・子育て支援新制度」を27
年4月に本格施行した。
　区では新制度の実施に合わせて、子ども・子育て支援
施策の充実にさらに取り組んでいくこととし、子ども・
子育て支援法に基づく法定計画として「練馬区子ども・
子育て支援事業計画（平成27年度～31年度）」を策定し
た。計画は、「みどりの風吹くまちビジョン～新しい成
熟都市・練馬をめざして～」（以下「ビジョン」とい
う。）を上位計画とする子ども・子育て分野の個別計画
として位置付けている。策定に当たっては、区民へのニー
ズ調査を実施するとともに、公募区民などで構成する「練
馬区子ども・子育て会議」での意見や区民意見反映制度
による区民意見の反映に努めた。
2  計画の基本目標
　ビジョンで示された区の基本的な施策の方向性を踏ま
え、「安心して子どもを産み育てられ、子どもたちが健
やかに成長できる環境を整えます」という基本目標を設
定した。この基本目標を達成するため、「子どもと子育
て家庭の支援の充実」「子どもの教育・保育の充実」「子
どもの成長環境の充実」の3つの取組の視点を定めると
ともに、各視点に対応する分野にそれぞれ重点取組を定
めた。この計画に沿って、様々な事業を展開し、子ども
の成長と子育ての総合的な支援を推進する。

3  小規模保育事業
　27年4月の子ども・子育て支援法の施行に伴い、区の

定めた設置運営基準を満たし認可された定員19人まで
の小規模な保育事業である。対象児は生後58日以上、3
歳未満の児童である。Ａ型（保育所分園型）、Ｂ型（中
間型）、Ｃ型（家庭的保育事業（グループ型小規模保育）
型）の3類型があり、それぞれ設置運営基準等が異なる。
　区内では27年4月1日現在、Ａ型の小規模保育事業が2
か所、Ｂ型7か所、Ｃ型4か所が開設されている。なお、
Ｂ型のうち4か所はスマート保育事業からの移行、Ｃ型
4か所はグループ型家庭的保育事業からの移行である。
4  事業所内保育事業
　保護者が共働きなどのため、家庭で子供の保育ができ
ない場合、区が認可した事業所が、その事業所の従業員
の子供を対象に開設した事業所内保育所に地域枠として
その地域で保育が必要な子供も一緒に保育する制度であ
る。
　対象児は生後58日以上3歳未満の児童である。27年
4月1日現在、2か所開設されている。

●多様な保育サービスの展開
1  乳児保育



3  小規模保育事業
　27年4月の子ども・子育て支援法の施行に伴い、区の

5  保育室
　一定基準を満たす認可外保育施設を「保育室」として
指定し、保育事業を委託している。26年度は、月平均
75人の保育を行った。
●学童クラブ室活用型子育て支援事業　にこにこ
　学童クラブ在籍児童のいない午前中の時間帯を活用し
て、学童クラブ室を子育て中の親子や子育てグループの
交流の場として週2回程度開放する事業を平成13年度か
ら開始した。
　開放の形態は、個人利用の「子育て家庭集いの場」
と、団体利用の「子育てグループ活動の場」の2種類が
ある。いずれの場合も、夏休みなど学童クラブ在籍児童
が午前中から学童クラブ室を利用する日は利用日から除
いている。
1  子育て家庭集いの場
　0～3歳の乳幼児とその保護者を対象として、自由に
来所し、楽しく遊び、語らう場として学童クラブ室を開
放する事業を実施している。26年度は76か所で実施し、
延べ48,506人の利用があった。
2  子育てグループ活動の場
　子育てグループを対象に、児童館内の学童クラブ室
を貸し出す事業で、利用は予約制となっている。17児
童館のうち学童クラブがある13館すべてで実施してい
る。26年度は延べ65団体への貸出しを行った。

るえ支を長成のもど子の期齢学）3（  

●学童クラブ
　学童クラブは、保護者の就労等により保育を必要とす
る小学校に在籍する児童の健全育成を図る施設である。
保育時間は、平日は放課後（土曜日・夏休みなど学校
休業日は午前9時）から午後6時（土曜日は午後5時）ま
でである。指定管理者制度および運営業務委託による学

●放課後児童等の広場（民間学童保育）事業
　NPO法人その他の団体が、①共働きなどのため、放
課後の保育が受けられない小学生を対象に、放課後や学
校休業日の居場所を提供し、その健全育成を図る「放課
後児童の広場」事業、②乳幼児を持つ親子が気軽に集
い、交流できる場を提供する「子育ての広場」事業、③
保護者の代わりに乳幼児を一時的に預かり保育する「乳
幼児の一時預かり」事業を実施し、区の基準を満たして
いる場合に、区が運営費等の一部を助成する子育て支援
事業である。平成27年3月31日現在、5か所で運営され
ている。
●児童館（室）

室「、めたる図を成育全健のどな生学小・児幼、はで区　
内遊び場」として児童館（室）を設置している。
　児童館（室）では、図書室、工作室、音楽室、遊戯室
等を利用して遊びの指導、各種クラブ活動のほか、映画
会、子どもえんにちなどの催しを行っている。
　平成27年3月31日現在、児童館等の施設は児童館17か
所、厚生文化会館児童室1か所、地区区民館22か所であ
る。26年度は、1日平均で1館（室）当たり99人の児童
が利用した。
　また児童館では、週1～3回、午前中に、リズム体操、
読み聞かせ等集団での遊びを中心に、乳幼児を対象とし
た子育て支援事業を行っており、26年度は1館当たり平
均103回の事業に1回当たり28人が参加した。
　このほか、乳幼児の保護者を対象とした子育てに関す
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定めた設置運営基準を満たし認可された定員19人まで
の小規模な保育事業である。対象児は生後58日以上、3
歳未満の児童である。Ａ型（保育所分園型）、Ｂ型（中
間型）、Ｃ型（家庭的保育事業（グループ型小規模保育）
型）の3類型があり、それぞれ設置運営基準等が異なる。
　区内では27年4月1日現在、Ａ型の小規模保育事業が2
か所、Ｂ型7か所、Ｃ型4か所が開設されている。なお、
Ｂ型のうち4か所はスマート保育事業からの移行、Ｃ型
4か所はグループ型家庭的保育事業からの移行である。
4  事業所内保育事業
　保護者が共働きなどのため、家庭で子供の保育ができ
ない場合、区が認可した事業所が、その事業所の従業員
の子供を対象に開設した事業所内保育所に地域枠として
その地域で保育が必要な子供も一緒に保育する制度であ
る。
　対象児は生後58日以上3歳未満の児童である。27年
4月1日現在、2か所開設されている。

童クラブにおいては、保育時間を延長（午前8時から午

留守家庭児童数と学童クラブ在籍者数の推移 
各年10月1日現在

注：児童数は1～3年の在籍児童数。在籍者数の割合は、留
守家庭児童数に対する学童クラブ在籍者数の割合。

年　　次

学 校 数

児 童 数

留守家庭児童数

学童クラブ数

在 籍 者 数

26

65校

15,980人

5,461人
34.2％

92か所

3,884人
71.1％

25平成24

65校

15,809人

5,099人
32.3％

92か所

3,795人
74.4％

65校

15,929人

5,132人
32.2％

92か所

3,719人
72.5％

　平成27年度から高学年（小学校4～6年生）の受入をモ
デル事業として一部の学童クラブで行なっている。

会館・地区区民館内30、小学校内49、単独13）を開設
しており、児童が指導員の下で、遊びや文化活動を繰り
広げている。
　また、昭和57年度から軽・中度障害児も受け入れて
おり、平成27年3月31日現在、84クラブに162人が在籍
している。

後7時まで）している。
　平成27年3月31日現在、92クラブ（児童館・厚生文化



3  小規模保育事業
　27年4月の子ども・子育て支援法の施行に伴い、区の

母子・父子自立支援員の相談・指導（相談件数） 平成26年度

総合福祉事務所
項目

光が丘

相 談 実 人 員
合 計 件 数

そ の 他

852人
1,921件

般

一

活

生

児

童

等
金
資
活
生

練馬

1,087人
1,774件

63　 92　 60　 44

石神井

954人
1,440件

大泉

1,128人
1,673件

住 宅
医 療
家 庭 紛 争
就 労
その他（結婚・内
職・家事援助他）

養 育
教 育
非 行
就 職
そ の 他

母子および父子
福 祉 資 金
公 的 年 金
児 童 扶 養 手 当
生 活 保 護
そ の 他

84
110
93
112

391

206
54
4
16
19

400

4
19
35
164

28　
40
90　
61　

710　

103　
10　
1　
3　
6　

671　

7　
8
71
20　

71
43
69
76

368

150
21
2
2
44

406

1
18
39
70

57
40
60
94

644

84
35
0
2
14

530

1
36
18
14

ら午後8時まで、②「親子のふれあう場等提供事業」と
して日曜・祝日、午前9時から午後5時まで施設開放を
行っている。このほか、中村児童館・土支田児童館・平
和台児童館・南田中児童館・春日町児童館・石神井台児
童館・栄町児童館・東大泉児童館では週2回、光が丘児
童館・上石神井児童館では月曜日～土曜日、午後5時か
ら午後7時まで、「中高生の居場所づくり事業」として中
高生のための時間を設けている。

るす援応を庭家て育子ともど子な要必が援支）4（ 

●児童虐待防止
　児童福祉法第25条の2により、地方公共団体は、要保
護児童等への適切な保護または支援を図るため、要保護

　また、協議会の調整機関として練馬子ども家庭支援セ
ンターを指定し、協議会の運営の中核となって関係機関
との連絡調整に当たるとともに、要保護児童等に関する
支援や児童虐待の防止と早期発見、問題解決のための援
助に取り組んでいる。
●相談と指導
　総合福祉事務所には、母子・父子自立支援員兼婦人
相談員および家庭相談員を配置している。母子・父子
自立支援員兼婦人相談員は、女性やひとり親などが抱え
る様々な問題についての相談を受け、必要な助言と指導
を行っている。
　家庭相談員は、経済的問題など、家庭に関わる種々の
悩みごとについての助言と指導を行っている。
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定めた設置運営基準を満たし認可された定員19人まで
の小規模な保育事業である。対象児は生後58日以上、3
歳未満の児童である。Ａ型（保育所分園型）、Ｂ型（中
間型）、Ｃ型（家庭的保育事業（グループ型小規模保育）
型）の3類型があり、それぞれ設置運営基準等が異なる。
　区内では27年4月1日現在、Ａ型の小規模保育事業が2
か所、Ｂ型7か所、Ｃ型4か所が開設されている。なお、
Ｂ型のうち4か所はスマート保育事業からの移行、Ｃ型
4か所はグループ型家庭的保育事業からの移行である。
4  事業所内保育事業
　保護者が共働きなどのため、家庭で子供の保育ができ
ない場合、区が認可した事業所が、その事業所の従業員
の子供を対象に開設した事業所内保育所に地域枠として
その地域で保育が必要な子供も一緒に保育する制度であ
る。
　対象児は生後58日以上3歳未満の児童である。27年
4月1日現在、2か所開設されている。

児童館（室）利用状況の推移 

年度
館名

注：地区区民館は、22か所の合計。

平成24

（ 児 童 館 ）
栄 町
中 村
平 和 台
春 日 町
北 町
光 が 丘
光が丘なかよし
土 支 田
南 田 中
三 原 台
石 神 井
石 神 井 台
上 石 神 井
関 町
東 大 泉
西 大 泉
北 大 泉

（ 児 童 室 ）
厚生文化会館
地 区 区 民 館

人

26

人

合　　計

25

人
32,191
62,080
39,333
27,847
23,272
43,897
79,070
31,589
35,673
30,764
32,011
45,164
33,787
38,452
39,732
31,875
30,237

31,539
369,854

1,058,367

28,539
61,920
32,103
31,583
28,919
37,545
75,128
32,266
40,619
30,751
31,692
42,431
32,486
34,074
42,037
31,360
30,641

29,589
335,679

1,009,362

30,747
63,193
34,438
26,446
30,024
50,567
79,926
31,238
47,889
32,429
31,642
41,151
36,396
38,172
41,243
30,501
30,098

30,821
370,636

1,077,557

　また地域の子育て支援の核として、子育てに関する相
談事業、子育てサークルの支援、子育て情報の提供等、
子育てネットワークの構築のための積極的な事業展開を
行っている。
　なお、光が丘なかよし児童館では①「中高生の居場
所づくり事業」として月曜日～土曜日、午後6時15分か

 

止協議会を、児童福祉法に基づく練馬区要保護児童対策
地域協議会（以下「協議会」という。）に発展的に移行
し、児童虐待の防止と早期発見のための一層広範な連携
を構築することに努めている。（要保護児童等とは、要
保護児童もしくは要支援児童およびその保護者または特
定妊婦（法第25条の2）である。）

る事業も行っており、26年度は1館当たり平均7.5回の講
演会等を開催し、1回当たり28人が参加した。

児童対策地域協議会を設置するように努めなければなら
ないとされ、区では、平成19年3月、従来の児童虐待防



医療関係
338件

（12.1%）

住宅・職業
398件

（14.3%）

総 　数 
練　馬
光が丘
石神井
大　泉
合　計

748件
766件
543件
724件

2,781件

女性福祉資金 41件（1.5%） 

施設入所
203件

（7.3%）

人間関係
1,058件

（38.0% ） 

その他
377件

（13.6%）

経済関係
366件

（13.2%）
 

婦人相談員の相談・指導 平成26年度

注：件数は合計件数

人間関係
1,630件

（19.4%）

就　職
249件

（3.0%）

総 　数 
練　馬
光が丘
石神井
大　泉
合　計 

1,738件
1,961件
2,369件
2,322件
8,390件

経　済
2,859件

（34.1%）

その他
2,161件

（25.8%）

法　律
1,491件

（17.7%）

家庭相談員の相談・指導 平成26年度

注：件数は合計件数

●ひとり親家庭等の支援
　ひとり親家庭は、母親や父親がひとりで「生活の維
持」「仕事と家事・育児の両立」など多くの問題を抱え
込むことになり、精神的にも経済的にも大きな負担がか
かっている。また、都市特有の住宅難、核家族化の進
行、地縁的なつながりの欠如などにより孤立化しやすい
状況となっている。
　区ではこれらのひとり親家庭の自立のために、相談業
務や福祉資金の貸付けを行っている。
　さらに平成17年度から就業支援を柱とした自立支援
策を実施しており、26年度は6人に自立支援教育訓練
給付金、36人に高等職業訓練促進給付金等を支給した。

　また、家庭の事情などにより緊急に保護を必要とする
女性および母子に対して、一時的に保護する事業を行っ
ている。
●ひとり親家庭等の福祉増進のために
1  ひとり親家庭等休養ホーム
　ひとり親家庭および寡婦のレクリエーションと休養の
ために、国民宿舎などをひとり親家庭等休養ホームとし
て指定し、年度1人3泊を限度として低料金で利用でき
るようにしている。平成26年度は、延べ117世帯、360人
の利用があった。
2  ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業
　小学生以下の児童のいるひとり親家庭が、日常生活を
営むのに、著しく支障がある場合等にホームヘルパーを
派遣し、子供の世話等生活の援助をする。平成26年度
は、195世帯が利用登録し、134世帯に延べ6,111回派遣
した。
●母子生活支援施設
　「児童福祉法」に基づく児童福祉施設で、配偶者がい
ないなど、養育すべき児童のいる母子を入所させて、自
立に必要な生活指導を行い、児童の健全育成を図るとと
もに、これらの家庭の社会への適応を図ることを目的と
している。平成27年4月1日現在、区内および区外の母
子生活支援施設に18世帯、46人が入所している。
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